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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２．第45期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在するものの、１株当たり

    中間純損失であるため、記載しておりません。                            

回次 第43期中 第44期中 第45期中 第43期 第44期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年  
９月30日  

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

営業収益（百万円） 15,978 17,000 16,762 32,799 32,643 

経常利益（百万円） 6,019 6,141 5,803 12,630 10,875 

中間（当期）純利益又は中間純損

失（－）（百万円） 
3,321 2,213 -11,352 6,923 3,177 

純資産額（百万円） 66,099 72,096 60,864 70,030 72,401 

総資産額（百万円） 491,129 513,121 536,818 498,009 524,314 

１株当たり純資産額（円） 1,915.07 2,073.96 1,752.67 2,014.54 2,084.86 

１株当たり中間（当期）純利益金額

又は１株当たり中間純損失金額

（－）（円） 

96.23 63.67 -326.91 199.92 91.42 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
90.91 61.12 － 189.13 87.76 

自己資本比率（％） 13.5 14.1 11.3 14.1 13.8 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
35,826 55,544 44,193 74,442 91,520 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
-55,961 -56,412 -62,736 -108,041 -114,943 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
-13,404 10,081 25,811 -10,163 22,572 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
21,045 20,035 17,239 10,822 9,971 

従業員数（人） 

（外、平均臨時雇用者数） 

778 

(293) 

784 

(275) 

808 

(265) 

794 

(274) 

810 

(276) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２．第45期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在するものの、１株当たり

    中間純損失であるため、記載しておりません。 

回次 第43期中 第44期中 第45期中 第43期 第44期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

営業収益（百万円） 14,679 15,893 15,657 30,201 30,367 

経常利益（百万円） 5,244 5,766 5,754 10,890 10,850 

中間（当期）純利益又は中間純損

失（－）（百万円） 
2,923 2,075 -10,030 5,952 3,260 

資本金（百万円） 14,629 14,843 14,843 14,843 14,843 

発行済株式総数（株） 34,516,681 34,827,101 34,827,101 34,827,101 34,827,101 

純資産額（百万円） 63,507 68,792 59,105 66,865 69,319 

総資産額（百万円） 477,902 498,535 523,225 484,302 508,994 

１株当たり純資産額（円） 1,839.97 1,978.94 1,701.99 1,923.49 1,996.12 

１株当たり中間（当期）純利益金額

又は１株当たり中間純損失金額

（－）（円） 

84.69 59.70 -288.85 171.79 93.83 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
80.01 57.31 － 162.52 90.07 

１株当たり中間（年間）配当額

（円） 
16.00 17.00 17.00 34.00 34.00 

自己資本比率（％） 13.3 13.8 11.3 13.8 13.6 

従業員数（人） 

（外、平均臨時雇用者数） 

722 

(271) 

725 

(274) 

755 

(261) 

735 

(272) 

747 

(273) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社企業グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。なお、当

中間連結会計期間より、ＲＳインベストメント株式会社を関連会社としております。この結果、平成17年９月30日現

在では、当社企業グループは、当社、親会社、子会社６社、関連会社２社により構成されております。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

  

   

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。 

２．当社企業グループの従業員は、複数の事業部門に従事しており、部門別の記載が困難なため、全社(共通)で

記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金 

（百万円）
主要な事業の内容 

議決権の所
有割合又は
被所有割合 
（％） 

関係内容 

 （持分法適用関連会社）      

 ＲＳインベストメント株式会社 
 東京都 

 港 区 
100  投資顧問事業 50.0  役員の兼任等…なし 

  平成17年９月30日現在

事業部門別 従業員数（人） 

全社（共通） 808   (265)  

合計 808   (265)  

  平成17年９月30日現在

従業員数 （人） 755   (261)  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間期におけるわが国経済は、景気の緩やかな回復や世界経済の着実な回復による企業収益の改善を受けて上

向きに推移しておりますが、原油をはじめとする原材料価格の上昇が続いており、物価上昇が家計消費に影響を及

ぼす懸念があり、不透明要因の完全な払拭には至りませんでした。 

当業界におきましても、リース取扱高は回復基調が続いておりますが、大型の情報通信投資に陰りが出始めるな

ど、全体的に厳しさを感じるようになってきております。 

  こうした中にあって、当社は、主力事業である小口リース事業・ファイナンス事業を中心に安定した取り扱い、

収益の確保を達成いたしました。 

  リース・レンタル事業では、ソフトウェア関連、一部設備機器が前年を下回りましたが、小口の情報通信機器や

事務用機器、食関連を中心とした業務用機器が、大きく伸長いたしました。 

  クレジット事業では、全体的な割賦販売の取り扱い減少等の要因により、縮小傾向にあります。 

  融資事業では、東京、大阪に加え、福岡に拠点を設置し、不動産業界向け、アミューズメント業界向けを中心に

引き続き取り扱いが好調に推移しております。また、子会社である(株)三洋倶楽部のビジネスローン「プラス」も

新たな提携先の確保や新商品の開発により大きく伸長いたしました。 

  リスク管理面では、延滞債権の回収及び発生防止に努めるとともに、大口債権の途上与信管理の強化を進めるな

ど、保有債権の良化に努めました。また、個人情報保護に関する社内体制の整備を進めてまいりました。 

  資金調達面では、引き続き、低利・安定資金の調達に努め、金融費用削減に注力いたしました。 

  経費については、販売費及び一般管理費全体の圧縮により減少しておりますが、債権管理の強化により貸倒引当

金繰入額は積極的に積み増ししております。 

  特別損益では、今後の当社の収益成長・企業価値向上を目指し、他社競争力を確保していく中で、最も重要であ

ると認識している信用リスクを排除し、徹底的に強固な財務基盤・良質な資産内容を築き上げるべく、大口債権内

容の保守的・予防的な精査を行い、貸倒引当金の大幅な積み増しを行いました。また、固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針に従い、同様に貸与資産の減損処理を行いました。 

  この結果、連結の業績は、営業債権残高は前期末比2.0％増の7,880億１百万円、営業収益は前年同期比1.4％減

の167億６千２百万円、経常利益は前年同期比5.5％減の58億３百万円となりました。また、債権リスク軽減のため

十分な引当を行ったことにより、113億５千２百万円の中間純損失となりました。当中間期における一時的な損失

計上は、当社の財務健全性をより高めるためのものであり、収益体質の強化に資するものと考えております。 

  

部門別の業績は次のとおりであります。 

①クレジット取引 

 クレジット取引につきましては、全体的な割賦販売取引の減少等により、営業債権残高は256億４千１百万円

と前期末比6.0％減少しました。 

②信用保証取引 

 信用保証取引につきましては、自動車関連取引が好調に推移した結果、営業債権残高は1,102億５百万円と前

期末比5.2％増加しました。 

③リース・レンタル取引 

 リース・レンタル取引につきましては、情報通信機器、ＯＡ機器、業務用機器等の小口リースが好調に推移

し、営業債権残高は4,965億６千万円と前期末比1.2％増加しました。 

④融資取引 

 融資取引につきましては、不動産流動化関連融資を始めとして、不動産、アミューズメント業界向け取り扱い

全般にわたって順調に推移し、営業債権残高は1,548億６千７百万円と前期末比3.8％増加しました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は、有形・無形固定資産の取得、長短借入金による調達等により、

前連結会計年度末比72億６千８百万円増加し、172億３千９百万円となりました。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却費等の非資金取引による増加があるものの、税金等調整前中

間純利益の減少、営業貸付金の増加等により前年同期比113億５千万円収入が減少し、441億９千３百万円の収入

となりました。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形・無形固定資産の取得による支出の増加等により、前年同期比63

億２千４百万円支出が増加し、627億３千６百万円の支出となりました。 



③財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金及び長期借入金の調達等による増加により、前年同期比

157億２千９百万円収入が増加し、258億１千１百万円の収入となりました。 

(3）特定金融会社等の開示に関する内閣府令に基づく営業貸付金の状況 

 「特定金融会社等の開示に関する内閣府令」（平成11年５月19日 大蔵省令第57号）に基づく、提出会社におけ

る営業貸付金の状況は次のとおりであります。 

① 貸付金の種別残高内訳 

② 資金調達内訳 

  平成17年９月30日現在

貸付種別 件数（件） 
構成割合
（％） 

残高 
（百万円） 

構成割合
（％） 

平均約定金利
（％） 

消費者向 

無担保 

（住宅向を除く） 
577 51.11 305 0.22 6.86 

有担保 

（住宅向を除く） 
－ － － － － 

住宅向 3 0.26 16 0.01 3.50 

計 580 51.37 321 0.23 6.70 

事業者向 計 549 48.63 138,313 99.77 3.93 

合計 1,129 100.00 138,635 100.00 3.94 

  平成17年９月30日現在

借入先等 残高（百万円） 平均調達金利（％） 

金融機関等からの借入 270,464 0.63 

その他 160,214 0.90 

 社債・ＣＰ 78,322 0.92 

合計 430,678 0.73 

自己資本 59,105 － 

 資本金・出資額 14,843 － 



③ 業種別貸付金残高内訳 

④ 担保別貸付金残高内訳 

  平成17年９月30日現在

業種別 先数（件） 構成割合（％） 残高（百万円） 構成割合（％） 

製造業 1 0.10 1,563 1.13 

建設業 － － － － 

電気・ガス・熱供給・水道業 － － － － 

運輸・通信業 － － － － 

卸売・小売業、飲食店 101 10.79 7,918 5.71 

金融・保険業 7 0.75 23,269 16.79 

不動産業 172 18.38 70,819 51.08 

サービス業 77 8.23 34,742 25.06 

個人 578 61.75 321 0.23 

その他 － － － － 

合計 936 100.00 138,635 100.00 

  平成17年９月30日現在

受入担保の種類 残高（百万円） 構成割合（％） 

有価証券 4,816 3.47 

 うち株式 4,816 3.47 

債権 31,603 22.80 

 うち預金 － － 

商品 － － 

不動産 46,332 33.42 

財団 － － 

その他 － － 

計 82,752 59.69 

保証 － － 

無担保 55,882 40.31 

合計 138,635 100.00 



⑤ 期間別貸付金残高内訳 

 （注）１．期間は、約定期間によっております。 

２．極度借入基本契約は、一定の利用限度枠を決めておき、その枠内で利用できる契約であります。 

３．「１件当たり平均期間」は、極度借入基本契約を含んでおりますので算出しておりません。 

  平成17年９月30日現在

期間別 件数（件） 構成割合（％） 残高（百万円） 構成割合（％） 

極度借入基本契約 338 29.94 17,365 12.52 

１年以下 448 39.68 22,957 16.56 

１年超５年以下 198 17.54 63,199 45.59 

５年超10年以下 96 8.50 10,152 7.32 

10年超15年以下 39 3.45 14,538 10.49 

15年超20年以下 10 0.89 10,422 7.52 

合計 1,129 100.00 138,635 100.00 

１件当たり平均期間（年） － 



２【営業実績】 

 当中間連結会計期間における営業実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

(1）部門別営業収益 

(2）部門別営業債権残高 

  

(3）部門別取扱高 

 （注）取扱高は顧客との契約金額で、消費税等を含んでおります。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、当社の関連会社

である株式会社ハナテンにつきましては、平成17年６月28日付けで、当社、株式会社ハナテン及び株式会社ビッグモ

ーターとの間で「資本・業務提携に関する契約」を締結し、平成17年９月15日付けで、債権放棄30億円及びデット・

エクイティ・スワップによる種類株式30億円の取得を行いました。その他の事項につきましては、重要な変更はあり

ません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

事業部門別 金額（百万円） 対前年同期増減率（％） 

クレジット取引 725 -10.7 

信用保証取引 1,490 -12.1 

リース・レンタル取引 9,609 1.3 

融資取引 4,222 -3.0 

その他取引 713 9.0 

合計 16,762 -1.4 

事業部門別 金額（百万円） 対前期末増減率（％） 

クレジット取引 25,641 -6.0 

信用保証取引 110,205 5.2 

リース・レンタル取引 496,560 1.2 

融資取引 154,867 3.8 

その他取引 727 -3.2 

合計 788,001 2.0 

事業部門別 金額（百万円） 対前年同期増減率（％） 

クレジット取引 10,757 -28.1 

信用保証取引 27,586 -0.1 

リース・レンタル取引 100,719 -1.9 

融資取引 52,406 27.7 

その他取引 365 75.5 

合計 191,835 2.9 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間におけるリース取引の成約による貸与資産の取得額は60,082百万円であります。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当社企業グループにおける設備投資については、市場の状況、金利情勢等、総合的に判断して行っております。 

なお、平成17年４月１日から平成18年３月31日までの重要な設備投資の計画は、次の通りであります。 

 重要な設備の新設 

（注）１．上記設備計画の要支払額については、自己資金54,309百万円及び借入金5,212百万円で賄う予定でありま

す。 

２．この計画により貸与資産は、平成17年３月31日に比べ約４％増加する見込みであります。 

３．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

会社名 所在地 事業部門別 設備の内容 

投資予定金額 

総額 
（百万円）

既支払額 
（百万円） 
(平成17年 
９月まで) 

要支払額 
（百万円） 

(平成17年10月 
～平成18年３月) 

三洋電機クレジット㈱  全国  
リース・ 

レンタル  
貸与資産  115,069 55,548 59,521 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法

に基づき発行された転換社債の転換を含む。）により発行された株式数は含まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 80,000,000 

計 80,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 34,827,101 34,827,101 

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

（各市場第一部） 

－ 

計 34,827,101 34,827,101 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 当社は、商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しております。 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 3,295 3,295 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 329,500 329,500 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3,104 3,104 

新株予約権の行使期間 
平成16年７月１日 

～平成19年６月25日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   3,104 

資本組入額  1,552 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の割当てを受

けた者（以下、「新株予約

権者」という。）は、権利

行使時においても、当社ま

たは当社の子会社の取締

役、監査役、相談役、名誉

顧問、もしくは従業員の地

位にあることを要する。 

 ただし、当社または当社

の子会社の取締役、監査

役、相談役もしくは名誉顧

問を任期満了により退任し

た場合、または従業員が定

年退職した場合はこの限り

でない。 

 新株予約権の行使日の前

日の東京証券取引所におけ

る当社株式の終値が、１株

当たり3,000円以上であるこ

とを要する。 

 新株予約権者が、権利行

使開始日以降に死亡した場

合に限り、相続人がこれを

行使できる。 

 その他の条件は、当社と

新株予約権者との間で締結

した「新株予約権割当契

約」に定めるところによ

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権の譲渡、質入

その他の処分は認めない。 
同左 



 当社は、旧商法第341条ノ２の規定に基づき転換社債を発行しております。当該転換社債の残高、転換価格及

び資本組入額は次のとおりであります。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

銘柄 
（発行日） 

平成17年９月30日現在 平成17年11月30日現在 

転換社債の
残高 
(百万円) 

転換価格 
（円） 

資本組入額 
（円） 

転換社債の
残高 
(百万円) 

転換価格 
（円） 

資本組入額 
（円） 

2009年満期ユーロ円建 

転換社債 

（平成14年４月15日） 

4,322 2,980.00 1,490 4,322 2,980.00 1,490 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成17年４月１日  

～平成17年９月30

日  

－ 34,827 － 14,843 － 15,018 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％） 

三洋電機株式会社 大阪府守口市京阪本通２丁目５番５号 18,235 52.36 

ザ チェース マンハッタン バンクエ

ヌ エイ ロンドン 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレ

ート銀行 兜町証券決済業務室） 

WOOLGATE HOUSE.COLEMAN STREET LONDON  

EC2P 2HD.ENGLAND 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

1,353 3.89 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

(信託口) 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,073 3.08 

日本トラスティ・サービス信託銀行 

株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 960 2.76 

資産管理サービス信託銀行株式会社（年

金信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番12号 晴海アイ

ランド トリトンスクエア オフィスタワーＺ

棟 

891 2.56 

モルガン・スタンレー・アンド・カンパ

ニー・インターナショナル・リミテッド 

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, LONDON  

E144QA ENGLAND 
712 2.04 

ステート ストリート バンク アンド 

トラスト カンパニー 505103 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレ

ート銀行 兜町証券決済業務室） 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 0210

1 U.S.A. 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

574 1.65 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 400 1.15 

メロン バンク エヌエー アズ エー

ジェント フォー イッツ クライアン

ト メロン オムニバス ユーエス ペ

ンション 

ONE BOSTON PLACE BOSTON, MA 02108 U.S.A. 379 1.09 

資産管理サービス信託銀行株式会社（信

託Ａ口） 

東京都中央区晴海１丁目８番12号 晴海アイ

ランド トリトンスクエア オフィスタワーＺ

棟 

305 0.88 

計 － 24,885 71.46 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄の株式数には、証券保管振替機構名義の株式が4,500株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権数45個は含まれておりませ

ん。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部の市場相場によっております。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   100,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 34,726,000 347,215 － 

単元未満株式 普通株式   1,101 － 
一単元（100株）未満

の株式 

発行済株式総数 34,827,101 － － 

総株主の議決権 － 347,215 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

三洋電機クレジット 

株式会社 

大阪市中央区城見

１丁目２番27号 
100,000 － 100,000 0.29 

計 － 100,000 － 100,000 0.29 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 2,520 2,240 2,335 2,500 2,550 2,580 

最低（円） 2,095 2,050 2,135 2,200 2,370 2,230 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の中間財務諸表並び

に当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平

成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けてお

ります。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※2  20,335   17,239   10,227  

２．受取手形及び売掛
金   60,846   56,020   61,339  

３．営業貸付金   130,766   154,867   149,233  

４．有価証券 ※2  －   －   12  

５．たな卸資産   127   65   66  

６．信託受益権   4,000   2,000   2,000  

７．繰延税金資産   5,885   6,433   7,709  

８．その他   5,586   4,748   3,387  

貸倒引当金   -13,273   -26,095   -17,786  

流動資産合計   214,275 41.8  215,279 40.1  216,191 41.2 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※1          

(1）貸与資産  187,393   195,226   189,844   

(2）その他  372 187,766  387 195,614  345 190,189  

２．無形固定資産           

(1）貸与資産  75,445   76,725   76,172   

(2）その他  726 76,171  1,958 78,684  1,460 77,632  

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※2 25,158   37,511   31,167   

(2）繰延税金資産  3,372   4,440   3,119   

(3）その他  6,392   5,300   6,029   

貸倒引当金  -16 34,908  -11 47,241  -15 40,300  

固定資産合計   298,846 58.2  321,539 59.9  308,123 58.8 

資産合計   513,121 100.0  536,818 100.0  524,314 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金   6,755   6,459   7,987  

２．短期借入金   101,837   107,564   91,607  

３．１年以内返済予定
の長期借入金   16,900   38,200   21,500  

４．１年以内償還予定
の社債   5,000   －   5,000  

５．１年以内返済予定
の債権証券化支払
債務 

※3  19,269   21,835   20,206  

６．コマーシャルペー
パー   25,000   39,000   38,000  

７．未払法人税等   3,077   1,776   3,749  

８．ローン保証引当金   1,702   1,811   1,558  

９．賞与引当金   620   674   662  

10．割賦未実現利益   1,665   1,419   1,556  

11．その他   14,808   12,842   10,979  

流動負債合計   196,634 38.3  231,583 43.2  202,806 38.7 

Ⅱ 固定負債           

１．社債   35,000   35,000   35,000  

２．転換社債   4,322   4,322   4,322  

３．長期借入金   130,650   136,200   145,800  

４．債権証券化支払債
務 

※3  64,644   60,056   54,341  

５．退職給付引当金   5,925   5,704   5,823  

６．その他   3,849   3,087   3,820  

固定負債合計   244,390 47.6  244,370 45.5  249,107 47.5 

負債合計   441,025 85.9  475,953 88.7  451,913 86.2 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   － －  － －  － － 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   14,843 2.9  14,843 2.7  14,843 2.8 

Ⅱ 資本剰余金   15,018 2.9  15,018 2.8  15,018 2.9 

Ⅲ 利益剰余金   41,287 8.1  29,717 5.5  41,660 7.9 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   1,053 0.2  1,465 0.3  1,058 0.2 

Ⅴ 自己株式   -107 -0.0  -180 -0.0  -180 -0.0 

資本合計   72,096 14.1  60,864 11.3  72,401 13.8 

負債、少数株主持分
及び資本合計   513,121 100.0  536,818 100.0  524,314 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収益   17,000 100.0  16,762 100.0  32,643 100.0 

Ⅱ 金融費用   1,853 10.9  1,661 9.9  3,619 11.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費           

１．貸倒引当金繰入額  1,661   2,158   4,231   

２．ローン保証引当金繰
入額  443   471   541   

３．従業員給料手当  3,279   3,091   6,401   

４．退職給付費用  262   254   522   

５．手数料  1,095   1,138   2,174   

６．その他  2,408 9,151 53.8 2,449 9,564 57.1 4,802 18,674 57.2 

営業利益   5,995 35.3  5,536 33.0  10,349 31.7 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  202   331   443   

２．受取配当金  20   31   32   

３．投資有価証券売却益  14   24   474   

４．持分法による投資利
益  18   4   30   

５．信託解約差額金  77   －   77   

６．その他  85 418 2.4 72 463 2.8 450 1,507 4.6 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  141   135   271   

２．債権証券化費用  49   7   93   

３．固定資産処分損   －   41   174   

４．たな卸資産処分損  52   －   77   

５．その他  30 273 1.6 10 196 1.2 366 982 3.0 

経常利益   6,141 36.1  5,803 34.6  10,875 33.3 

Ⅵ 特別損失           

１．役員退職慰労金  －   35   －   

２．投資有価証券評価損  149   735   149   

３．ゴルフ会員権評価損  －   4   6   

４．減損損失  ※2 －   5,104   －   

５．貸倒引当金繰入額 ※1 2,152 2,302 13.5 9,830 15,710 93.7 5,139 5,295 16.2 

税金等調整前中間（当
期）純利益又は税金等調
整前中間純損失（－） 

  3,838 22.6  -9,907 -59.1  5,579 17.1 

法人税、住民税及び事
業税  3,055   1,767   5,406   

法人税等調整額  -1,430 1,624 9.6 -321 1,445 8.6 -3,003 2,402 7.4 

中間（当期）純利益又は
中間純損失（－）   2,213 13.0  -11,352 -67.7  3,177 9.7 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   15,018  15,018  15,018 

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  15,018  15,018  15,018 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   39,720  41,660  39,720 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１．中間（当期）純利益  2,213 2,213 － － 3,177 3,177 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．配当金  625  590  1,216  

２．役員賞与  20   －   20   

３．中間純損失 
  

 － 645 11,352 11,943 － 1,236 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  41,287  29,717  41,660 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

税金等調整前中間（当
期）純利益又は税金等調
整前中間純損失（－） 

 3,838 -9,907 5,579 

減価償却費 ※1 38,275 40,992 75,271 

減損損失    － 5,104 － 

有形・無形固定資産除却
損 

※1 10,453 7,873 25,255 

投資有価証券評価損  149 735 149 

退職給付引当金の増減額
（減少：－） 

 -93 -118 -195 

賞与引当金の増減額 
（減少：－） 

 3 12 45 

貸倒引当金・ローン保証
引当金の増減額 
（減少：－） 

 3,389 8,558 7,757 

割賦未実現利益の増減額
（減少：－） 

 99 -136 -9 

受取利息及び受取配当金  -222 -362 -476 

支払利息  141 135 271 

投資有価証券売却益  -14 -24 -474 

持分法による投資利益  -18 -4 -30 

売上債権の増減額（増
加：－） 

 -8,269 5,319 -8,763 

営業貸付金の増減額（増
加：－） 

 9,661 -8,633 -8,805 

仕入債務の増減額 
（減少：－） 

 -155 -162 52 

その他  798 -1,691 18 

小計  58,035 47,689 95,647 

利息及び配当金の受取額  246 386 494 

利息の支払額  -140 -135 -273 

法人税等の支払額  -2,597 -3,746 -4,348 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 55,544 44,193 91,520 

     
 



  

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

有価証券の売却及び償還
による収入 

 1,000 13 1,000 

信託受益権の取得による
支出 

 -14,500 -7,000 -24,500 

信託受益権の償還による
収入 

 14,000 7,000 26,000 

有形・無形固定資産の取
得による支出 

 -54,898 -62,241 -109,976 

有形・無形固定資産の売
却による収入 

 481 429 902 

投資有価証券の取得によ
る支出 

 -3,716 -5,254 -12,746 

投資有価証券の売却及び
償還による収入 

 1,016 4,047 3,775 

その他  204 267 601 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 -56,412 -62,736 -114,943 

     
 



  

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

短期借入金の増減額 
（減少：－） 

 -430 15,956 -10,660 

コマーシャルペーパーの
増減額（減少：－） 

 2,000 1,000 15,000 

長期借入れによる収入  20,000 16,000 48,750 

長期借入金の返済による
支出 

 -6,612 -8,900 -15,612 

社債・転換社債の償還に
よる支出 

 -20,000 -5,000 -20,000 

債権の証券化による収入  23,770 17,661 23,770 

債権証券化の償還による
支出 

 -8,020 -10,317 -17,385 

自己株式の取得による支
出 

 -0 -0 -72 

配当金の支払額  -625 -590 -1,216 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 10,081 25,811 22,572 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減
額（減少：－） 

 9,213 7,268 -850 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 10,822 9,971 10,822 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

※2 20,035 17,239 9,971 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 

株式会社三洋倶楽部 

株式会社三洋ファイナンシャ

ルテクノロジー 

(1）連結子会社の数 ２社 

 同左 

(1）連結子会社の数 ２社 

 同左 

 (2）非連結子会社の名称 

株式会社三洋ビジネスプラニ

ング 

株式会社三洋カーシステム 

エイコーシステムズ株式会社 

(2）非連結子会社の名称 

株式会社三洋ビジネスプラニ

ング 

株式会社三洋カーシステム 

有限会社サンヨー・シーアー

ル・キャピタル・リミテッ

ド  

エイコーシステムズ株式会社 

(2）非連結子会社の名称 

 同左 

 （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、売

上高、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

  同左 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも連結

財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。  

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の非連結子会社数 

 ３社 

株式会社三洋ビジネスプラニ

ング 

株式会社三洋カーシステム 

エイコーシステムズ株式会社 

(1）持分法適用の非連結子会社数 

 ４社 

株式会社三洋ビジネスプラニ

ング 

株式会社三洋カーシステム 

有限会社サンヨー・シーアー

ル・キャピタル・リミテッド 

エイコーシステムズ株式会

社  

(1）持分法適用の非連結子会社数 

 ４社 

株式会社三洋ビジネスプラニ

ング 

株式会社三洋カーシステム 

有限会社サンヨー・シーアー

ル・キャピタル・リミテッド 

エイコーシステムズ株式会社  

  

なお、有限会社サンヨー・シ

ーアール・キャピタル・リミ

テッドは、平成16年11月15日

付で設立し、当連結会計年度

より持分法適用の非連結子会

社に含めております。 

 (2）持分法適用の関連会社数 

 １社 

株式会社ハナテン 

  

  

  

 なお、株式会社ハナテン

は、実質的な影響力が増した

ため、当中間連結会計期間よ

り持分法適用の関連会社に含

めております。 

(2）持分法適用の関連会社数 

 ２社 

株式会社ハナテン 

ＲＳインベストメント株式会

社 

 

 なお、ＲＳインベストメン

ト株式会社は、平成17年４月

11日付で、ローヤル電機㈱と

の合弁会社として設立し、当

中間連結会計期間より持分法

適用の関連会社に含めており

ます。 

(2）持分法適用の関連会社数 

１社

株式会社ハナテン  

  

  

  

なお、株式会社ハナテン

は、実質的な影響力が増した

ため、当連結会計年度より持

分法適用の関連会社に含めて

おります。  

 (3）持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異な

る会社については、各社の中間

会計期間に係る中間財務諸表を

使用しております。 

(3） 同左 (3）持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社に

ついては、各社の事業年度に係

る財務諸表を使用しておりま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．連結子会社の（中間）決

算日等に関する事項 

 連結子会社の中間会計期間の末

日は、中間連結決算日と一致して

おります。 

 同左  連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

満期保有目的債券 

 償却原価法（定額法）によ

っております。 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

満期保有目的債券 

 同左 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

満期保有目的債券 

 同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）によってお

ります。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）によってお

ります。 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法

によっております。 

時価のないもの 

 同左 

時価のないもの 

 同左 

 ②デリバティブ 

 時価法によっております。 

②デリバティブ 

 同左 

②デリバティブ 

 同左 

 ③たな卸資産 

 仕掛品 

  個別法に基づく原価法によ

っております。 

③たな卸資産 

 仕掛品 

 同左 

③たな卸資産 

 仕掛品 

 同左 

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①貸与資産 

 リース期間を償却年数とし、

リース期間満了時の処分見積価

額を残存価額とする定額法によ

っております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①貸与資産 

 同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①貸与資産 

 同左 

 ②貸与資産以外の減価償却資産 

有形固定資産 

 定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

 器具備品   ３～20年 

②貸与資産以外の減価償却資産 

有形固定資産 

 同左 

②貸与資産以外の減価償却資産 

有形固定資産 

 同左 

 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づ

いております。 

無形固定資産 

 同左 

無形固定資産 

 同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 同左 

 ②ローン保証引当金 

 提携ローン等に係る保証債務

の履行に伴って生じる損失に備

えるため、貸倒引当金の計上基

準に準じて計上しておりま

す。  

②ローン保証引当金 

 同左 

②ローン保証引当金 

 同左 

 ③賞与引当金 

 従業員への賞与の支払いに備

えるため、従業員に対する賞与

の支給見込額のうち、当中間連

結会計期間に帰属する額を計上

しております。 

③賞与引当金 

 同左 

③賞与引当金 

 従業員への賞与の支払いに備

えるため、従業員に対する賞与

の支給見込額のうち、当連結会

計年度に帰属する額を計上して

おります。 

 ④退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（12年）による

定額法により費用処理すること

としております。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(12年)による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

④退職給付引当金 

  同左 

④退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（12年）による

定額法により費用処理すること

としております。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(12年)による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

  

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

 同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

 同左 

 (5）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

 ただし、金利スワップの特例

処理の要件を満たすものについ

ては、特例処理を採用しており

ます。 

 なお、「リース業における金

融商品会計基準適用に関する当

面の会計上及び監査上の取扱

い」（日本公認会計士協会業種

別監査委員会報告第19号 平成

12年11月14日）における「負債

の包括ヘッジ」に関する暫定的

な会計処理を行っております。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

  同左 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

  同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段……金利スワッ

プ取引 

・ヘッジ対象……借入金、コ

マーシャルペーパー及び社

債 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左 

 ③ヘッジ方針 

 当社は、長期固定料率の取引

であるリース事業が中心であり

ますが、リース資産購入等の調

達資金は変動金利が主であり、

金利変動リスクを一定の範囲内

に限定する目的で金利スワップ

を利用しております。 

③ヘッジ方針 

 同左 

③ヘッジ方針 

 同左 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象となる負債及びそ

れに対応するリース契約等につ

いて、ヘッジ手段となるデリバ

ティブ取引の想定元本がヘッジ

対象の範囲内となるよう収まっ

ており、要件を満たしているか

どうかを定期的に検証しており

ます。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ⑤その他 

 当社のデリバティブ取引は、

取締役会で承認された社内規定

に基づいて執行・管理されてお

ります。デリバティブ取引は財

務部が行っており、取組状況等

は、毎月の取締役会に報告して

おります。 

 内部管理体制については、財

務部内において取引執行を資金

課、事務管理を主計課に分離し

相互牽制機能を持たせておりま

す。 

⑤その他 

 同左 

⑤その他 

 同左 

 (6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

 ①消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は、税抜

方式を採用しております。 

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

 ①消費税等の会計処理 

   同左 

(6）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 ①消費税等の会計処理 

   同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

カ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

   同左    同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより税金等調整前中間純

損失は5,104百万円増加しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

────── 



表示方法の変更  

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

────── （中間連結貸借対照表） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12

月１日より適用されたこと及び「金融商品会計に関する

実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２

月15日付で改正されたことに伴い、前連結会計年度末か

ら投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資

（証券取引法第２条第２項により有価証券とみなされる

もの）を投資有価証券として表示する方法に変更してお

ります。 

  なお、当中間連結会計期間末の「投資有価証券」に

含まれる当該出資の額は331百万円であり、前中間連結会

計期間末の投資その他の資産の「その他」に含まれてい

る当該出資の額は306百万円であります。 

  （中間連結損益計算書） 

 「固定資産処分損」は、前中間連結会計期間まで営業

外費用の「その他」に含めて表示していましたが、営業

外費用の総額の100分の10を超えたため区分掲記しまし

た。 

 なお、前中間連結会計期間における「固定資産処分

損」の金額は13百万円であります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（外形標準課税） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月

13日企業会計基準委員会 実務対応

報告第12号）に従い法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販

売費及び一般管理費に計上しており

ます。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が82百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利益が

82百万円減少しております。 

────── （外形標準課税） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が153百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益が

153百万円減少しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は、次のとおりであります。 

       200,591百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は、次のとおりであります。 

209,175百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は、次のとおりであります。 

             202,918百万円 

※２．担保に供している資産等及び

対応する債務は次のとおりであ

ります。 

担保に供している資産等 

※２．   ────── 

  

※２．担保に供している資産等及び

対応する債務は次のとおりであ

ります。 

担保に供している資産等 

定期預金 300百万円  定期預金    256百万円

投資有価証券 12百万円

有価証券  －百万円

 投資有価証券   －百万円

有価証券  12百万円

 担保提供資産等に対応する債

務 

   担保提供資産等に対応する債

務 

保証債務  300百万円  保証債務    249百万円

※３．債権証券化支払債務とは、

「特定債権等に係る事業の規制

に関する法律」に基づく、リー

ス未経過債権流動化により取得

した信託受益権のうちの証券発

行額であります。 

   なお、証券未発行額25,955百

万円は、オフバランス処理して

おります。 

※３．債権証券化支払債務とは、

「特定債権等に係る事業の規制

に関する法律」に基づく、リー

ス未経過債権流動化により取得

した信託受益権のうちの証券発

行額であります。 

   なお、証券未発行額19,275百

万円は、オフバランス処理して

おります。 

※３．債権証券化支払債務とは、

「特定債権等に係る事業の規制

に関する法律」に基づく、リー

ス未経過債権流動化により取得

した信託受益権のうちの証券発

行額であります。 

   なお、証券未発行額3,283百万

円は、オフバランス処理してお

ります。 

 ４．オフバランス債権のうち、次

のものは担保に供しておりま

す。 

 「戦略的情報化機器等整備事

業」に基づく譲渡担保 

 ４．オフバランス債権のうち、次

のものは担保に供しておりま

す。 

 「戦略的情報化機器等整備事

業」に基づく譲渡担保 

 ４．オフバランス債権のうち、次

のものは担保に供しておりま

す。 

 「戦略的情報化機器等整備事

業」に基づく譲渡担保 

リース債権(期日未経過分含

む。) 

 206百万円

リース債権(期日未経過分含

む。) 

 112百万円

リース債権(期日未経過分含

む。) 

    168百万円

 上記に対応する債務として預

り金193百万円があります。 

 上記に対応する債務として預

り金105百万円があります。 

 上記に対応する債務として預

り金158百万円があります。 

 



前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

 ５．保証債務  ５．偶発債務  ５．保証債務 

顧客の提携ローン等に係る保

証 

 105,972百万円

その他 123百万円

合計 106,096百万円

    (1)保証債務 

     (2)瑕疵担保責任  1,500百万円 

顧客の提携ローン等に係る保

証 

 106,093百万円

その他    128百万円

合計 106,222百万円

顧客の提携ローン等に係る保

証 

 100,936百万円

その他    125百万円

合計 101,061百万円

 ６．当社企業グループにおいて

は、カードローン及びクレジッ

トカード業務に附帯するキャッ

シング業務を行っております。

また営業貸付金について極度額

まで貸付けることを約する契約

を関係会社との間で締結してお

ります。当該業務における貸出

未実行残高は次のとおりであり

ます。 

 ６．当社企業グループにおいて

は、カードローン及びクレジッ

トカード業務に附帯するキャッ

シング業務を行っております。

また営業貸付金について極度額

まで貸付けることを約する契約

を関係会社との間で締結してお

ります。当該業務における貸出

未実行残高は次のとおりであり

ます。 

 ６．当社企業グループにおいて

は、カードローン及びクレジッ

トカード業務に附帯するキャッ

シング業務を行っております。

また営業貸付金について極度額

まで貸付けることを約する契約

を関係会社との間で締結してお

ります。当該業務における貸出

未実行残高は次のとおりであり

ます。 

信用供与限度

額及び極度額 
36,920百万円

貸出実行残高 9,195百万円

差引額 27,725百万円

信用供与限度

額及び極度額 
 43,169百万円

貸出実行残高 15,402百万円

差引額 27,766百万円

信用供与限度

額及び極度額 
 41,886百万円

貸出実行残高  11,920百万円

差引額 29,966百万円



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．貸倒引当金繰入額は、当社の

取引先である㈱ジェイ・シー・

エム、㈱多賀志が民事再生手続

開始申立を行ったことに伴う、

当該取引先に対する債権に係る

引当額であります。 

※１．貸倒引当金繰入額は、一部の大

口取引先に対する債権に係る引当

額であります。 

※１．貸倒引当金繰入額は、㈱ハナ

テンに対する営業貸付金の債権

放棄等予定額3,000百万円、及び

民事再生手続開始申立を行った

㈱ジェイ・シー・エム、㈱多賀

志に対する債権に係る引当額

2,139百万円であります。 

 ────── ※２．減損損失 

当中間連結会計期間において、以

下の資産グループについて減損損

失を計上しております。 

────── 

     種類   貸与資産(設備機器等) 

     減損損失金額  5,104百万円 

  

   （資産をグループ化した方法） 

   賃貸用資産について、事業用途別 

 にグルーピングを行っております。 

(減損損失を認識するに至った経緯） 

  賃貸用資産については、当該資産 

 の帳簿価格を回収可能価額まで減額 

 し、当該減少額を減損損失として特 

 別損失に計上しております。なお、 

 当資産グループの回収可能価額は、 

 使用価値により測定しており、将来 

 キャッシュ・フローを2.5％で割り 

 引いて算定しております。 

  



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．減価償却費及び有形・無形固

定資産除却損は、主に営業収益

に含まれるリース原価として計

上しているものであります。 

※１．減価償却費及び有形・無形固

定資産除却損は、主に営業収益

に含まれるリース原価として計

上しているものであります。 

※１．減価償却費及び有形・無形固

定資産除却損は、主に営業収益

に含まれるリース原価として計

上しているものであります。 

※２．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

※２．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

※２．現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘

定 
20,335百万円

預入期間が３カ

月を超える定期

預金 

-300百万円

現金及び現金同

等物 
20,035百万円

  

現金及び預金勘

定 
17,239百万円

現金及び現金同

等物 
17,239百万円

  

現金及び預金勘

定 
 10,227百万円

預入期間が３カ

月を超える定期

預金 

   -256百万円

現金及び現金同

等物 
  9,971百万円

  



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．借主側 

 当中間連結会計期間において、

転貸リース以外のリース取引は該

当がありませんので、未経過リー

ス料以外の項目については、記載

を省略しております。 

１．借主側 

 当中間連結会計期間において、

転貸リース以外のリース取引は該

当がありませんので、未経過リー

ス料以外の項目については、記載

を省略しております。 

１．借主側 

 当連結会計年度において、転貸

リース以外のリース取引は該当が

ありませんので、未経過リース料

以外の項目については、記載を省

略しております。 

 未経過リース料中間期末残高相

当額（転貸リースに係る額） 

 未経過リース料中間期末残高相

当額（転貸リースに係る額） 

 未経過リース料期末残高相当額

（転貸リースに係る額） 

１年以内 45,544百万円

１年超 104,382百万円

合計 149,927百万円

１年以内 43,005百万円

１年超 101,362百万円

合計 144,367百万円

１年以内 44,788百万円

１年超 105,686百万円

合計 150,474百万円

２．貸主側 

(1）固定資産に含まれているリー

ス物件の取得価額、減価償却累

計額及び中間期末残高（無形固

定資産含む。） 

２．貸主側 

(1）固定資産に含まれているリー

ス物件の取得価額、減価償却累

計額及び中間期末残高（無形固

定資産含む。） 

２．貸主側 

(1）固定資産に含まれているリー

ス物件の取得価額、減価償却累

計額及び期末残高（無形固定資

産含む。） 

 貸与資産 

取得価額 500,913百万円

減価償却累計額 257,758百万円

中間期末残高 243,154百万円

  

 貸与資産 

取得価額 531,315百万円

減価償却累計額 272,231百万円

中間期末残高 259,083百万円

  

 貸与資産 

取得価額 509,938百万円

減価償却累計額 262,961百万円

期末残高 246,977百万円

  

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 119,349百万円

１年超 279,306百万円

合計 398,656百万円

１年以内 121,770百万円

１年超 286,707百万円

合計 408,478百万円

１年以内 120,295百万円

１年超 282,304百万円

合計 402,600百万円

 このうち転貸リース取引に係

る貸主側の未経過リース料の中

間期末残高相当額は149,927百万

円（うち１年以内は45,544百万

円）であります。 

 なお、借主側の残高相当額は

同一であり、上記の借主側に記

載のとおりであります。 

 このうち転貸リース取引に係

る貸主側の未経過リース料の中

間期末残高相当額は144,367百万

円（うち１年以内は43,005百万

円）であります。 

 なお、借主側の残高相当額は

同一であり、上記の借主側に記

載のとおりであります。 

 このうち転貸リース取引に係

る貸主側の未経過リース料の期

末残高相当額は150,474百万円

（うち１年以内は44,788百万

円）であります。 

 なお、借主側の残高相当額は

同一であり、上記の借主側に記

載のとおりであります。 

(3）受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

(3）受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

(3）受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

受取リース料 45,104百万円

減価償却費 37,040百万円

受取利息相当額 6,221百万円

受取リース料 47,526百万円

減価償却費 39,637百万円

受取利息相当額 9,854百万円

受取リース料 91,358百万円

減価償却費 72,950百万円

受取利息相当額 12,407百万円

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(4）利息相当額の算定方法 

 リース料総額と見積残存価額

の合計額からリース物件の購入

価額を控除した額を利息相当額

とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっておりま

す。 

(4）利息相当額の算定方法 

 同左 

(4）利息相当額の算定方法 

 同左 

      

オペレーティング・リース取引 

１．借主側 

 該当事項はありません。 

オペレーティング・リース取引 

１．借主側 

 該当事項はありません。 

オペレーティング・リース取引 

１．借主側 

 該当事項はありません。 

２．貸主側 

未経過リース料 

２．貸主側 

未経過リース料 

２．貸主側 

未経過リース料 

１年以内 1,323百万円

１年超 3,833百万円

合計 5,157百万円

１年以内 1,178百万円

１年超 2,282百万円

合計 3,461百万円

１年以内 1,177百万円

１年超 2,782百万円

合計 3,960百万円



（有価証券関係） 

１．前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

(1）満期保有目的の債券で時価のあるもの 

(2）その他有価証券で時価のあるもの 

  

(3）時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）国債・地方債等 12 12 0 

(2）社債 － － － 

(3）その他 7,688 7,362 -326 

合計 7,701 7,375 -326 

 
取得原価 
（百万円） 

中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額（百万円） 

(1）株式 1,185 2,901 1,715 

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 3,524 3,580 55 

(3）その他 － － － 

合計 4,710 6,481 1,770 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券   

    社債 － 

(2）子会社株式及び関連会社株式  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 762 

(3）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 2,257 

その他 7,451 



２．当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

(1）満期保有目的の債券で時価のあるもの 

(2）その他有価証券で時価のあるもの 

  

(3）時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）国債・地方債等 － － － 

(2）社債 － － － 

(3）その他 7,200 7,193 -6 

合計 7,200 7,193 -6 

 
取得原価 
（百万円） 

中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額（百万円） 

(1）株式 1,490 3,936 2,445 

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 4,515 4,535 20 

(3）その他 304 301 -3 

合計 6,310 8,773 2,462 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券   

   社債 8,276 

(2）子会社株式及び関連会社株式  

非上場株式 3,310 

(3）その他有価証券  

非上場株式 806 

その他 8,753 



３．前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

(1）満期保有目的の債券で時価のあるもの 

(2）その他有価証券で時価のあるもの 

  

(3）時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）国債・地方債等 12 12 0 

(2）社債 － － － 

(3）その他 7,200 7,041 -158 

合計 7,212 7,054 -158 

 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 990 2,722 1,731 

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 5,017 5,064 46 

(3）その他 － － － 

合計 6,008 7,787 1,778 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券   

   社債 5,200 

(2）子会社株式及び関連会社株式  

非上場株式 832 

(3）その他有価証券  

非上場株式 942 

その他 8,757 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日）、当中間連結会計期間末（平成17年９月30日）、及び前連結会計年度

末（平成17年３月31日）のいずれにおいてもデリバティブ取引は行っておりますが、全てヘッジ会計を適用している

ので記載を省略しております。 

  



（セグメント情報） 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 

至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）のセグメント情報は次のと

おりであります。 

【事業の種類別セグメント情報】 

 当社企業グループは、メーカー系クレジット会社として各種のクレジット、信用保証、リース・レンタル及び融資

等を提供する金融サービス事業を営んでおります。 

 この活動は、与信から回収までのプロセス及びリスクマネジメントが共通しており、当該事業以外に事業の種類が

ないため該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

 当社企業グループは、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため所在地別セグメント情

報は記載しておりません。 

【海外売上高】 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 2,073円96銭 1,752円67銭 2,084円86銭 

１株当たり中間（当期）純

利益金額又は１株当たり中

間純損失金額（－） 

63円67銭 -326円91銭 91円42銭 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
61円12銭 

 潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額について

は、潜在株式が存在するも

のの、１株当たり中間純損

失であるため、記載してお

りません。 

87円76銭 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額又は

１株当たり中間純損失金額 
   

中間（当期）純利益又は中間純損失

（－）（百万円） 
2,213 -11,352 3,177 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

（うち利益処分による役員賞与金（百万

円）） 
(－) (－) (－) 

普通株式に係る中間（当期）純利益又は

普通株式に係る中間純損失（－）（百万

円） 

2,213 -11,352 3,177 

期中平均株式数（千株） 34,762 34,727 34,751 

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
   

中間（当期）純利益調整額（百万円） － ──── － 

（うち支払利息(税額相当額控除後)

（百万円）） 
(－) ──── (－) 

（うち利払事務手数料(税額相当額控

除後）（百万円）） 
(－) ──── (－) 

普通株式増加数（千株） 1,450 ──── 1,450 

（うち転換社債） (1,450) ──── (1,450) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益金額

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権１種類（新

株予約権の数3,295

個）。これらの詳細は

「第４提出会社の状

況、１株式等の状況、

(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 

──── 新株予約権１種類（新

株予約権の数3,295

個）。これらの詳細は

「第４提出会社の状

況、１株式等の状況、

(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

主要株主の異動 

平成17年12月27日付で当社の主要株主に異動があり、三洋電機株式会社は当社の親会社に該当しなくなりまし

た。また、同日付にて有限会社リヴレット及び有限会社マーズエクイティ（いずれもゴールドマン・サックス・

リアルティ・ジャパン有限会社100％子会社）が、当社株式を各々5,786,500株（所有割合16.6%）保有する主要

株主となっております。 

                    異動前（所有割合）    異動後（所有割合） 

三洋電機株式会社       18,235,900株（52.4%）  6,662,900株（19.1%） 

有限会社リヴレット           －株（ － %）  5,786,500株（16.6%） 

有限会社マーズエクイティ          －株（ － %）  5,786,500株（16.6%） 

上記所有割合は平成17年9月30日現在の株主名簿に基づき算出した、自己株式を含む発行済株式数に対する割合

です。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── (第三者割当による新株式発行) 

  平成17年12月９日開催の当社取締役

会決議及び平成17年12月13日、平成17

年12月20日開催の取締役会における変

更決議において、米ゴールドマン・サ

ックス・グループの関連会社、有限会

社リヴレット及び有限会社マーズエク

イティ（いずれもゴールドマン・サッ

クス・リアルティ・ジャパン有限会社

100％子会社。東京都渋谷区）を割当

先とする第三者割当による新株式発行

について、下記のとおり決議いたしま

した。 

① 発行新株式数  普通株式 

                      5,130,000株

② 割当先及び割当株式数  

  有限会社リヴレット  2,565,000株

   有限会社マーズエクイティ 

                       2,565,000株

③ 発行価額 １株につき  1,971円

④ 発行価額の総額 10,111,230,000円

⑤ 資本組入額      5,058,180,000円

⑥ 申込期日    平成18年１月20日 

⑦ 払込期日   平成18年１月20日 

⑧ 配当起算日  平成17年10月１日 

⑨ 資金の用途  設備資金（貸与 

   資産購入資金）に充当する予定 

   であります。 

 当社は、株式会社ハナテン及び株式

会社ビッグモーターと平成17年４月25

日付けで株式会社ハナテンの経営再建

のための資本・業務提携に係る基本合

意書を締結いたしました。その主な内

容は、下記の通りであります。 

（1）当社の株式会社ハナテン向け営 

   業貸付金3,000百万円の債権放棄

     等 

（2）当社の株式会社ハナテン向け営 

     業貸付金3,000百万円のデット・

     エクイティ・スワップによる優 

     先株式引受 

（3）株式会社ビッグモーターによる 

     株式会社ハナテン第三者割当増 

     資1,000百万円の引受  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  19,739   16,695   9,519   

２．売掛金  60,826   56,001   61,319   

３．営業貸付金 ※3.4 115,864   138,635   133,294   

４．有価証券 ※2 －   －   12   

５．信託受益権  4,000   2,000   2,000   

６．繰延税金資産  4,995   5,357   6,527   

７．その他  5,457   4,565   3,301   

貸倒引当金  -11,097   -21,586   -14,957   

流動資産合計   199,785 40.1  201,669 38.5  201,017 39.5 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※1          

(1）貸与資産  187,393   195,226   189,844   

(2）その他  351   363   325   

有形固定資産計  187,745   195,589   190,170   

２．無形固定資産           

(1）貸与資産  75,445   76,725   76,172   

(2）その他  609   1,993   1,340   

無形固定資産計  76,054   78,718   77,512   

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※2 25,269   37,614   31,241   

(2）長期前払費用  311   324   298   

(3）差入保証金  1,216   1,181   1,188   

(4）繰延税金資産  3,314   4,349   3,049   

(5）その他  4,853   3,788   4,530   

貸倒引当金  -16   -10   -15   

投資その他の資産
計  34,949   47,247   40,294   

固定資産合計   298,749 59.9  321,556 61.5  307,976 60.5 

資産合計   498,535 100.0  523,225 100.0  508,994 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形  1,765   1,724   2,052   

２．買掛金  4,751   4,429   5,453   

３．短期借入金  93,837   97,564   81,607   

４．１年以内返済予
定の長期借入金  15,400   37,700   20,500   

５．１年以内償還予
定の社債  5,000   －   5,000   

６．１年以内返済予
定の債権証券化
支払債務 

※5 19,269   21,835   20,206   

７．コマーシャルペ
ーパー  25,000   39,000   38,000   

８．未払法人税等  2,875   1,535   3,617   

９．ローン保証引当
金  1,702   1,810   1,558   

10．賞与引当金  590   612   590   

11．割賦未実現利益  1,665   1,419   1,556   

12．その他  14,995   13,118   11,426   

流動負債合計   186,851 37.5  220,749 42.2  191,567 37.6 

Ⅱ 固定負債           

１．社債  35,000   35,000   35,000   

２．転換社債  4,322   4,322   4,322   

３．長期借入金  129,150   135,200   144,800   

４．債権証券化支払
債務 

※5 64,644   60,056   54,341   

５．退職給付引当金  5,925   5,704   5,823   

６．その他  3,849   3,087   3,820   

固定負債合計   242,890 48.7  243,370 46.5  248,107 48.8 

負債合計   429,742 86.2  464,120 88.7  439,674 86.4 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   14,843 3.0  14,843 2.8  14,843 2.9 

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金  15,018   15,018   15,018   

資本剰余金合計   15,018 3.0  15,018 2.9  15,018 2.9 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  590   590   590   

２．任意積立金  33,332   35,311   33,332   

  (1)特別償却準備金  62   41   62   

  (2)別途積立金  33,270   35,250   33,270   

３．中間（当期）未処
分利益又は中間未
処理損失（－） 

 4,061   -7,944   4,656   

利益剰余金合計   37,984 7.6  27,957 5.3  38,579 7.6 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   1,053 0.2  1,465 0.3  1,058 0.2 

Ⅴ 自己株式   -107 -0.0  -180 -0.0  -180 -0.0 

資本合計   68,792 13.8  59,105 11.3  69,319 13.6 

負債及び資本合計   498,535 100.0  523,225 100.0  508,994 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収益 ※1  15,893 100.0  15,657 100.0  30,367 100.0 

Ⅱ 金融費用   1,818 11.5  1,640 10.5  3,556 11.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  8,715 54.8  8,618 55.0  16,825 55.4 

営業利益   5,360 33.7  5,398 34.5  9,985 32.9 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取配当金  218   94   230   

２．投資有価証券売却益  12   24   472   

３．その他  397 627 4.0 433 551 3.5 1,035 1,738 5.7 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  141   135   271   

２．その他  80 221 1.4 60 195 1.2 601 873 2.9 

経常利益   5,766 36.3  5,754 36.8  10,850 35.7 

Ⅵ 特別損失           

１．役員退職慰労金  －   35   －   

２．投資有価証券評価損  149   735   149   

３．ゴルフ会員権評価損  －   －   6   

４．減損損失  ※3 －   5,104   －   

５．貸倒引当金繰入額 ※2 2,152 2,302 14.5 8,796 14,671 93.8 5,139 5,295 17.4 

税引前中間（当期）純
利益又は税引前中間純
損失（－） 

  3,463 21.8  -8,916 -57.0  5,554 18.3 

法人税、住民税及び
事業税  2,852   1,521   5,028   

法人税等調整額  -1,463 1,388 8.7 -407 1,113 7.1 -2,733 2,294 7.6 

中間（当期）純利益又
は中間純損失（－）   2,075 13.1  -10,030 -64.1  3,260 10.7 

前期繰越利益   1,986   2,086   1,986  

中間配当額   －   －   590  

中間（当期）未処分
利益又は中間未処理
損失（－） 

  4,061   -7,944   4,656  

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

 償却原価法（定額法）によ

っております。 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

 同左 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

 同左 

 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法に

よっております。 

子会社株式及び関連会社株式 

 同左 

子会社株式及び関連会社株式 

 同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）によってお

ります。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）によってお

ります。 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法

によっております。 

時価のないもの 

 同左 

時価のないもの 

 同左 

 (2）デリバティブ 

 時価法によっております。 

(2）デリバティブ 

 同左 

(2）デリバティブ 

 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）貸与資産 

 リース期間を償却年数とし、

リース期間満了時の処分見積価

額を残存価額とする定額法によ

っております。 

(1）貸与資産 

 同左 

(1）貸与資産 

 同左 

 (2）貸与資産以外の減価償却資産 

有形固定資産 

 定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

 器具備品   ３～20年 

(2）貸与資産以外の減価償却資産 

有形固定資産 

 同左 

(2）貸与資産以外の減価償却資産 

有形固定資産 

 同左 

 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づ

いております。 

無形固定資産 

 同左 

無形固定資産 

 同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

 同左 

(1）貸倒引当金 

 同左 

 (2）ローン保証引当金 

 提携ローン等に係る保証債務

の履行に伴って生じる損失に備

えるため、貸倒引当金の計上基

準に準じて計上しております。 

(2）ローン保証引当金 

 同左 

(2）ローン保証引当金 

 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (3）賞与引当金 

 従業員への賞与の支払いに備

えるため、従業員に対する賞与

の支給見込額のうち、当中間会

計期間に帰属する額を計上して

おります。 

(3）賞与引当金 

 同左 

(3）賞与引当金 

 従業員への賞与の支払いに備

えるため、従業員に対する賞与

の支給見込額のうち、当事業年

度に帰属する額を計上しており

ます。 

 (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（12年）

による定額法により費用処理す

ることとしております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（12年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

(4）退職給付引当金 

  同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（12年）

による定額法により費用処理す

ることとしております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（12年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

  

  

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

 同左  同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

 ただし、金利スワップの特例

処理の要件を満たすものについ

ては、特例処理を採用しており

ます。 

 なお、「リース業における金

融商品会計基準適用に関する当

面の会計上及び監査上の取扱

い」（日本公認会計士協会 業

種別監査委員会報告第19号 平

成12年11月14日）における「負

債の包括ヘッジ」に関する暫定

的な会計処理を行っておりま

す。 

(1）ヘッジ会計の方法 

  同左 

  

  

(1）ヘッジ会計の方法 

  同左 

  

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段……金利スワッ

プ取引 

・ヘッジ対象……借入金、コ

マーシャルペーパー及び社

債 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左 

 (3）ヘッジ方針 

 当社は、長期固定料率の取引

であるリース事業が中心であり

ますが、リース資産購入等の調

達資金は変動金利が主であり、

金利変動リスクを一定の範囲内

に限定する目的で金利スワップ

を利用しております。 

(3）ヘッジ方針 

 同左 

(3）ヘッジ方針 

 同左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象となる負債及びそ

れに対応するリース契約等につ

いて、ヘッジ手段となるデリバ

ティブ取引の想定元本がヘッジ

対象の範囲内となるよう収まっ

ており、要件を満たしているか

どうかを定期的に検証しており

ます。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

 (5）その他 

 当社のデリバティブ取引は、

取締役会で承認された社内規定

に基づいて執行・管理されてお

ります。デリバティブ取引は財

務部が行っており、デリバティ

ブ取引の取組状況等は、毎月の

取締役会に報告しております。 

 内部管理体制については、財

務部内において取引執行を資金

課、事務管理を主計課に分離し

相互牽制機能を持たせておりま

す。 

(5）その他 

 同左 

(5）その他 

 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）収益の計上基準 

 収益の計上は、期日到来基準

とし、次の方法によっておりま

す。 

(1）収益の計上基準 

 同左 

(1）収益の計上基準 

 同左 

 ①クレジット 

割賦契約………均分法 

 手数料総額を分割回数に按

分し、各割賦期日到来のつど

均等額を収益計上する方法 

リボルビング契約………残債

方式 

 元本残高に対して一定の料

率で計算した手数料の額を各

返済期日到来のつど収益計上

する方法 

立替払契約………主として78

分法 

 手数料総額を分割回数の積

数で按分し、各返済期日到来

のつど積数按分額を収益計上

する方法 

①クレジット 

 同左 

①クレジット 

 同左 

 ②信用保証………主として一括

計上方式 

 手数料総額を契約時に一括

計上する方法 

②信用保証 

 同左 

②信用保証 

 同左 

 ③リース………主として均分法 

 手数料総額を分割回数に按

分し、リース期間到来のつど

均等額を収益計上する方法 

③リース 

 同左 

③リース 

 同左 

 ④融資………主として利息法 

 元本残高に対して一定の料

率で計算した利息の額を収益

計上する方法 

④融資 

 同左 

④融資 

 同左 

  なお、「リース業における金

融商品会計基準適用に関する当

面の会計上及び監査上の取扱

い」(日本公認会計士協会業種

別監査委員会報告第19号 平成

12年11月14日）の「割賦販売取

引の取扱い」に基づき、従来採

用していた処理を継続して行っ

ております。 

    

 (2）金融費用の計上方法 

 金融費用は、営業収益に対応

する費用とその他の費用に区分

して計上しております。 

 その配分方法は、総資産を営

業資産とその他の資産に区分

し、その資産残高を基準とし

て、営業資産に対応する費用は

「金融費用」に、その他の資産

に対応する費用は「営業外費

用」に計上しております。 

(2）金融費用の計上方法 

 同左 

(2）金融費用の計上方法 

 同左 

 (3）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式を採用しております。 

(3）消費税等の会計処理 

 同左 

(3）消費税等の会計処理 

  同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これにより税引前中間純損失は5,104

百万円増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

────── 



表示方法の変更  

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

────── （中間貸借対照表） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12

月１日より適用されたこと及び「金融商品会計に関する

実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２

月15日付で改正されたことに伴い、前事業年度末から投

資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（証

券取引法第２条第２項により有価証券とみなされるも

の）を投資有価証券として表示する方法に変更しており

ます。 

 なお、当中間会計期間末の「投資有価証券」に含まれ

る当該出資の額は306百万円であり、前中間会計期間末の

投資その他の資産の「その他」に含まれている当該出資

の額は306百万円であります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（外形標準課税） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が78百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が78百万

円減少しております。 

────── （外形標準課税） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日企業

会計基準委員会 実務対応報告第12

号）に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が147百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が147百万

円減少しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は、200,566百万円でありま

す。 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は、209,144百万円でありま

す。 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は、202,889百万円でありま

す。 

※２．担保に供している資産等及び

対応する債務は次のとおりであ

ります。 

担保に供している資産等 

※２．   ────── 

  

※２．担保に供している資産等及び

対応する債務は次のとおりであ

ります。 

担保に供している資産等 

投資有価証券   12百万円

有価証券  －百万円

 投資有価証券     －百万円

有価証券   12百万円

 上記に対応する債務はありま

せん。 

   上記に対応する債務はありま

せん。 

※３．関係会社に対する営業貸付金

は28,434百万円であります。 

※３．関係会社に対する営業貸付金

は21,941百万円であります。 

※３．関係会社に対する営業貸付金

は25,861百万円であります。 

※４．営業貸付金のうち、破綻先債

権額は1,804百万円、延滞債権額

は４百万円及び３ヵ月以上延滞

債権額は４百万円であります。 

 なお、貸出条件緩和債権は該

当がありません。 

 債権区分については、次の定

義によっております。 

※４．営業貸付金のうち、破綻先債

権額は1,641百万円、延滞債権額

は２百万円及び３ヵ月以上延滞

債権額は45百万円であります。 

 なお、貸出条件緩和債権は該

当がありません。 

 債権区分については、次の定

義によっております。 

※４．営業貸付金のうち、破綻先債

権額は1,808百万円、延滞債権額

は０百万円及び３ヵ月以上延滞

債権額は47百万円であります。 

 なお、貸出条件緩和債権は該

当がありません。 

 債権区分については、次の定

義によっております。 

① 破綻先債権 

 未収が相当期間継続するな

ど未収利息を不計上とするこ

とが認められる貸付金（以

下、「未収利息不計上貸付

金」という）のうち、破産債

権、更生債権その他これらに

準ずる債権であります。 

① 破綻先債権 

 同左 

① 破綻先債権 

 同左 

② 延滞債権 

 未収利息不計上貸付金のう

ち、破綻先債権に該当しない

ものであります。 

② 延滞債権 

 同左 

② 延滞債権 

 同左 

③ ３ヵ月以上延滞債権 

 元本または利息の支払い

が、約定支払日の翌日から３

ヵ月以上延滞している貸付金

で、破綻先債権及び延滞債権

に該当しないものでありま

す。 

③ ３ヵ月以上延滞債権 

 同左 

③ ３ヵ月以上延滞債権 

 同左 

 



前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

④ 貸出条件緩和債権 

 債務者の経営再建または支

援を図ることを目的として、

金利減免等、債務者に有利と

なる取決めを行った貸付金

で、破綻先債権、延滞債権及

び３ヵ月以上延滞債権に該当

しないものであります。 

④ 貸出条件緩和債権 

 同左 

④ 貸出条件緩和債権 

 同左 

※５．債権証券化支払債務とは、

「特定債権等に係る事業の規制

に関する法律」に基づく、リー

ス未経過債権流動化により取得

した信託受益権のうちの証券発

行額であります。 

   なお、証券未発行額25,955百

万円は、オフバランス処理して

おります。 

※５．債権証券化支払債務とは、

「特定債権等に係る事業の規制

に関する法律」に基づく、リー

ス未経過債権流動化により取得

した信託受益権のうちの証券発

行額であります。 

   なお、証券未発行額19,275百

万円は、オフバランス処理して

おります。 

※５．債権証券化支払債務とは、

「特定債権等に係る事業の規制

に関する法律」に基づく、リー

ス未経過債権流動化により取得

した信託受益権のうちの証券発

行額であります。 

   なお、証券未発行額3,283百万

円は、オフバランス処理してお

ります。 

 ６．オフバランス債権のうち、次

のものは担保に供しておりま

す。 

 「戦略的情報化機器等整備事

業」に基づく譲渡担保 

 ６．オフバランス債権のうち、次

のものは担保に供しておりま

す。 

 「戦略的情報化機器等整備事

業」に基づく譲渡担保 

 ６．オフバランス債権のうち、次

のものは担保に供しておりま

す。 

 「戦略的情報化機器等整備事

業」に基づく譲渡担保 

リース債権(期日未経過分含

む。) 

 206百万円

リース債権(期日未経過分含

む。) 

    112百万円

リース債権(期日未経過分含

む。) 

     168百万円

 上記に対応する債務として預

り金193百万円があります。 

 上記に対応する債務として預

り金105百万円があります。 

 上記に対応する債務として預

り金158百万円があります。 

 ７．保証債務  ７．偶発債務  ７．保証債務 

顧客の提携ローン等に係る保

証 

 105,672百万円

その他 123百万円

合計 105,796百万円

    (1)保証債務 

     (2)瑕疵担保責任  1,500百万円 

顧客の提携ローン等に係る保

証 

 105,969百万円

その他    128百万円

合計 106,098百万円

顧客の提携ローン等に係る保

証 

 100,630百万円

その他    125百万円

合計 100,755百万円

 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

 ８．当社においては、カードロー

ン及びクレジットカード業務に

附帯するキャッシング業務を行

っております。また営業貸付金

について極度額まで貸付けるこ

とを約する契約を関係会社との

間で締結しております。当該業

務における貸出未実行残高は次

のとおりであります。 

 ８．当社においては、カードロー

ン及びクレジットカード業務に

附帯するキャッシング業務を行

っております。また営業貸付金

について極度額まで貸付けるこ

とを約する契約を関係会社との

間で締結しております。当該業

務における貸出未実行残高は次

のとおりであります。 

 ８．当社においては、カードロー

ン及びクレジットカード業務に

附帯するキャッシング業務を行

っております。また営業貸付金

について極度額まで貸付けるこ

とを約する契約を関係会社との

間で締結しております。当該業

務における貸出未実行残高は次

のとおりであります。 

信用供与限度

額及び極度額

の総額 

47,121百万円

貸出実行残高 20,251百万円

差引額 26,869百万円

信用供与限度

額及び極度額

の総額 

51,380百万円

貸出実行残高 17,378百万円

差引額 34,002百万円

信用供与限度

額及び極度額

の総額 

56,756百万円

貸出実行残高 16,992百万円

差引額 39,763百万円

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．減価償却実施額は、次のとお

りであります。 

※１．減価償却実施額は、次のとおり

であります。 

※１．減価償却実施額は、次のとお

りであります。 

有形固定資産 26,933百万円

無形固定資産 11,313百万円

合計 38,246百万円

有形固定資産 28,980百万円

無形固定資産 11,982百万円

合計 40,963百万円

有形固定資産 52,936百万円

無形固定資産 22,244百万円

合計 75,181百万円

※２．貸倒引当金繰入額は、当社の

取引先である㈱ジェイ・シー・

エム、㈱多賀志が民事再生手続

開始申立を行ったことに伴う、

当該取引先に対する債権に係る

引当額であります。 

※１．貸倒引当金繰入額は、一部の大

口取引先に対する債権に係る引当

額であります。 

※２．貸倒引当金繰入額は、㈱ハナ

テンに対する営業貸付金の債権

放棄等予定額3,000百万円、及び

民事再生手続開始申立を行った

㈱ジェイ・シー・エム、㈱多賀

志に対する債権に係る引当額

2,139百万円であります。 

 ────── ※３．減損損失 

当中間会計期間において、以下の

資産グループについて減損損失を

計上しております 

 ────── 

     種類   貸与資産(設備機器等) 

     減損損失金額  5,104百万円 

  

   （資産をグループ化した方法） 

  賃貸用資産について、事業用途別 

 にグルーピングを行っております。 

(減損損失を認識するに至った経緯） 

  賃貸用資産については、当該資産 

 の帳簿価格を回収可能価額まで減額 

 し、当該減少額を減損損失として特 

 別損失に計上しております。なお、 

 当資産グループの回収可能価額は、 

 使用価値により測定しており、将来 

 キャッシュ・フローを2.5％で割り 

 引いて算定しております。 

  



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．借主側 

 当中間会計期間において、転貸

リース以外のリース取引は該当が

ありませんので、未経過リース料

以外の項目については、記載を省

略しております。 

１．借主側 

 当中間会計期間において、転貸

リース以外のリース取引は該当が

ありませんので、未経過リース料

以外の項目については、記載を省

略しております。 

１．借主側 

 当事業年度において、転貸リー

ス以外のリース取引は該当があり

ませんので、未経過リース料以外

の項目については、記載を省略し

ております。 

 未経過リース料中間期末残高相

当額（転貸リースに係る額) 

 未経過リース料中間期末残高相

当額（転貸リースに係る額) 

 未経過リース料期末残高相当額

（転貸リースに係る額) 

１年以内 45,544百万円

１年超 104,382百万円

合計 149,927百万円

１年以内 43,005百万円

１年超 101,362百万円

合計 144,367百万円

１年以内 44,788百万円

１年超 105,686百万円

合計 150,474百万円

２．貸主側 

(1）固定資産に含まれているリー

ス物件の取得価額、減価償却累

計額及び中間期末残高（無形固

定資産含む。） 

２．貸主側 

(1）固定資産に含まれているリー

ス物件の取得価額、減価償却累

計額及び中間期末残高（無形固

定資産含む。） 

２．貸主側 

(1）固定資産に含まれているリー

ス物件の取得価額、減価償却累

計額及び期末残高（無形固定資

産含む。） 

 貸与資産 

取得価額 500,913百万円

減価償却累計額 257,758百万円

中間期末残高 243,154百万円

  

 貸与資産 

取得価額 531,315百万円

減価償却累計額 272,231百万円

中間期末残高 259,083百万円

  

 貸与資産 

取得価額 509,938百万円

減価償却累計額 262,961百万円

期末残高 246,977百万円

  

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 119,349百万円

１年超 279,306百万円

合計 398,656百万円

１年以内 121,770百万円

１年超 286,707百万円

合計 408,478百万円

１年以内 120,295百万円

１年超 282,304百万円

合計 402,600百万円

 このうち転貸リース取引に係

る貸主側の未経過リース料の中

間期末残高相当額は149,927百万

円（うち１年以内は45,544百万

円）であります。 

 なお、借主側の残高相当額は

同一であり、上記の借主側に記

載のとおりであります。 

 このうち転貸リース取引に係

る貸主側の未経過リース料の中

間期末残高相当額は144,367百万

円（うち１年以内は43,005百万

円）であります。 

 なお、借主側の残高相当額は

同一であり、上記の借主側に記

載のとおりであります。 

 このうち転貸リース取引に係

る貸主側の未経過リース料の期

末残高相当額は150,474百万円

（うち１年以内は44,788百万

円）であります。 

 なお、借主側の残高相当額は

同一であり、上記の借主側に記

載のとおりであります。 

(3）受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

(3）受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

(3）受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

受取リース料 45,104百万円

減価償却費 37,040百万円

受取利息相当額 6,221百万円

受取リース料 47,526百万円

減価償却費 39,637百万円

受取利息相当額 9,854百万円

受取リース料 91,358百万円

減価償却費 72,950百万円

受取利息相当額 12,407百万円

 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年9月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

当中間会計期間末（平成17年9月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度末（平成17年3月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(4）利息相当額の算定方法 

 リース料総額と見積残存価額

の合計額からリース物件の購入

価額を控除した額を利息相当額

とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっておりま

す。 

(4）利息相当額の算定方法 

 同左 

(4）利息相当額の算定方法 

 同左 

      

オペレーティング・リース取引 

１．借主側 

 該当事項はありません。 

オペレーティング・リース取引 

１．借主側 

 該当事項はありません。 

オペレーティング・リース取引 

１．借主側 

 該当事項はありません。 

２．貸主側 

未経過リース料 

２．貸主側 

未経過リース料 

２．貸主側 

未経過リース料 

１年以内 1,323百万円

１年超 3,833百万円

合計 5,157百万円

１年以内 1,178百万円

１年超 2,282百万円

合計 3,461百万円

１年以内 1,177百万円

１年超 2,782百万円

合計 3,960百万円

 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

 関連会社株式 560 632 72 

合計 560 632 72 

 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

 関連会社株式 560 500 △59 

合計 560 500 △59 

 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

 関連会社株式 560 717 157 

合計 560 717 157 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額      1,978円94銭           1,701円99銭           1,996円12銭 

１株当たり中間（当期）純

利益金額又は１株当たり中

間純損失金額（－） 

59円70銭   -288円85銭    93円83銭 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 

57円31銭  潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額について

は、潜在株式が存在するも

のの、１株当たり中間純損

失であるため、記載してお

りません。  

   90円07銭 

 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額又

は１株当たり中間純損失金額 
   

中間（当期）純利益又は中間純損失

（－）（百万円） 
2,075 -10,030 3,260 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

（うち利益処分による役員賞与金(百

万円)） 
(－) (－) (－) 

普通株式に係る中間（当期）純利益又

は普通株式に係る中間純損失（－）

（百万円） 

2,075 -10,030 3,260 

期中平均株式数（千株） 34,762 34,727 34,751 

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
   

中間（当期）純利益調整額（百万円） － ──── － 

（うち支払利息(税額相当額控除後)

（百万円）） 
(－) ──── (－) 

（うち利払事務手数料(税額相当額控

除後）（百万円）） 
(－) ──── (－) 

普通株式増加数（千株） 1,450 ──── 1,450 

（うち転換社債） (1,450) ──── (1,450) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

新株予約権１種類（新

株予約権の数3,295

個）。これらの詳細は

「第４提出会社の状

況、１株式等の状況、

(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 

──── 新株予約権１種類（新

株予約権の数3,295

個）。これらの詳細は

「第４提出会社の状

況、１株式等の状況、

(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── (第三者割当による新株式発行) 

  平成17年12月９日開催の当社取締役

会決議及び平成17年12月13日、平成17

年12月20日開催の取締役会における変

更決議において、米ゴールドマン・サ

ックス・グループの関連会社、有限会

社リヴレット及び有限会社マーズエク

イティ（いずれもゴールドマン・サッ

クス・リアルティ・ジャパン有限会社

100％子会社。東京都渋谷区）を割当

先とする第三者割当による新株式発行

について、下記のとおり決議いたしま

した。 

① 発行新株式数  普通株式 

                      5,130,000株

② 割当先及び割当株式数  

  有限会社リヴレット  2,565,000株

   有限会社マーズエクイティ 

                       2,565,000株

③ 発行価額 １株につき  1,971円

④ 発行価額の総額 10,111,230,000円

⑤ 資本組入額      5,058,180,000円

⑥ 申込期日    平成18年１月20日 

⑦ 払込期日   平成18年１月20日 

⑧ 配当起算日  平成17年10月１日 

⑨ 資金の用途  設備資金（貸与 

   資産購入資金）に充当する予定 

   であります。 

 当社は、株式会社ハナテン及び株式

会社ビッグモーターと平成17年４月25

日付けで株式会社ハナテンの経営再建

のための資本・業務提携に係る基本合

意書を締結いたしました。その主な内

容は、下記の通りであります。 

（1）当社の株式会社ハナテン向け営 

     業貸付金3,000百万円の債権放棄

     等 

（2）当社の株式会社ハナテン向け営 

     業貸付金3,000百万円のデット・

     エクイティ・スワップによる優 

     先株式引受 

 （3）株式会社ビッグモーターによる

      株式会社ハナテン第三者割当増

      資1,000百万円の引受 



(2）【その他】 

①中間配当 

 平成17年11月18日開催の取締役会において、平成17年９月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された

株主に対し、第45期中間配当として１株につき17円00銭（総額590,359,153円）を支払うことを決議いたしまし

た。 

  

②主要株主の異動 

 平成17年12月27日付で当社の主要株主に異動があり、三洋電機株式会社は当社の親会社に該当しなくなりまし

た。また、同日付にて有限会社リヴレット及び有限会社マーズエクイティ（いずれもゴールドマン・サックス・

リアルティ・ジャパン有限会社100％子会社）が、当社株式を各々5,786,500株（所有割合16.6%）保有する主要

株主となっております。 

                    異動前（所有割合）    異動後（所有割合） 

三洋電機株式会社       18,235,900株（52.4%）  6,662,900株（19.1%） 

有限会社リヴレット          － 株（ － %）  5,786,500株（16.6%） 

有限会社マーズエクイティ         － 株（ － %）  5,786,500株（16.6%） 

上記所有割合は平成17年9月30日現在の株主名簿に基づき算出した、自己株式を含む発行済株式数に対する割合

です。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書    事業年度 自 平成16年４月１日                平成17年６月24日 

  及びその添付書類   (第44期) 至 平成17年３月31日                関東財務局長に提出 

(2）訂正発行登録書（社債）                             平成17年６月24日 

                                          関東財務局長に提出 

(3) 有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類                     平成17年12月20日  

                                           関東財務局長に提出 

  

(4) 臨時報告書           企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項        平成17年12月27日      

              第３号(提出会社の親会社の異動)及び第４号(提出       関東財務局長に提出  

                        会社の主要株主の異動)に基づく臨時報告書であり  

                         ます。 

  

(5) 有価証券報告書の   自平成15年４月１日至平成16年３月31日事業年度        平成17年12月27日  

   訂正報告書      (第43期)及び自平成16年４月１日至平成17年３月        関東財務局長に提出 

                       31日事業年度(第44期)の有価証券報告書に係る訂  

             正報告書であります。  

  

(6) 半期報告書の    自平成16年４月１日至平成16年９月30日(第44期中)       平成17年12月27日  

   訂正報告書      の半期報告書に係る訂正報告書であります。          関東財務局長に提出 

     

(7) 有価証券届出書の  (3)の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。       平成17年12月27日  

   訂正届出書                                  関東財務局長に提出 

                                      

(8）自己株券買付状況報告書                             平成17年４月４日 

                                         平成17年５月12日 

                                         平成17年６月８日 

                                         平成17年７月７日 

                                         平成17年８月18日 

                                         平成17年９月７日 

                                         平成17年10月17日 

                                         平成17年11月９日 

                                          平成17年12月８日     

                                         関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月３日

三洋電機クレジット株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三洋電機クレジット

株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１

６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び

中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、三洋電機クレジット株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計

期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 木 村 幸 彦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 松 嶋 康 介 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２６日

三洋電機クレジット株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三洋電機クレジット

株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１

７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び

中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、三洋電機クレジット株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計

期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

  

追記情報 

 １．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資

産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年１２月９日開催の取締役会で第三者割当による新株式発行を決議

し、同年１２月１３日及び同年１２月２０日開催の取締役会で発行条件の変更を決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 木 村 幸 彦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 松 嶋 康 介 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月３日

三洋電機クレジット株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三洋電機クレジット

株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第４４期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１

６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、三洋電

機クレジット株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平

成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 木 村 幸 彦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 松 嶋 康 介 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２６日

三洋電機クレジット株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三洋電機クレジット

株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第４５期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１

７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、三洋電

機クレジット株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平

成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 １．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年１２月９日開催の取締役会で第三者割当による新株式発行を決議

し、同年１２月１３日及び同年１２月２０日開催の取締役会で発行条件の変更を決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 木 村 幸 彦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 松 嶋 康 介 
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